
2012年 11月 1日

8:00、 衆 2-多 目的

民主党 厚生労働部門会議 次第

司会 : 津田弥太郎・副座長

1.挨 拶

2.座長報告

・部門会議定例日

・部門内WTの設置について

3.政 府税調の審議状況について

説明 : 櫻井 充 副大臣

8:15-25メ ト
・

4.継続審議法案の概要について 8:25-40メ ト
・

・閣法

説明 : 厚生労働省 二川 一男 大臣官房長、ほか

。議員立法「医薬品等行政評価・監視委員会設置法案」

説明 : 岡本 充功 部門会議座長

5。 高年齢者雇用確保措置の実施及び運用に関する指針について 8:40メ ドー

説明 : 厚生労働省 小川 誠  高齢・障害者雇用対策部長

中山 明広 職業安定局高齢者雇用対策課長

6.その他

O次回定例部門会議 11′8(木)&00
※予算重点要望 。税制改正重点要望に関する団体ヒアリングについては、日時が決まり次第ご連絡しま

す。



2012年 11月 1日

WT役員構成 (案 )

調査会・PTへの役員選出要請 (案 )

※敬称略

医療・介護WT
座 長 :   辻 泰弘

事務局長 : 大久保 潔重

雇用WT
座 長 :  中りll治

事務局長 : 川合 孝典

障がい者WT
座 長 :   津田 弥太郎

事務局長 : 初鹿 明博

生活保護WT
座 長 :   足立 信也

副座長 :  津田弥太郎

事務局長 : 長尾 敬

年金WT
顧問 :

座 長 :

事務局長 :

妻

田

石

長

藤

自

昭

一枝

洋一

子育て支援WT
座 長 :   和田

事務局長 : 小西

士
心
之

隆

洋

行政刷新・規制改革WT 座 長 :  中野 譲

事務局長 : 福田 衣里子

※敬称略

税制調査会
会 長 : 藤井 裕久

事務局長 :古本伸―郎
主査 : 辻 泰弘

子ども・男女共同参画調

査会

会 長 : 小川 勝也

事務局長 :城井 崇
冨1会長 : 和田 隆志

東日本大震災復興調査会
会長 : 岡崎 トミ子

事務局長 :津川 祥吾
副会長 : 中野 譲

障がい者差別禁止 PT
会 長 : 江田 五月

事務局長 :黒岩 宇洋
副会長 : 津田弥太郎

地域主権調査会
・・
長

長

局務

△
〓
　
吉手

川端 達夫

後藤 斎
副会長 : 津田弥太郎
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平成25年度

厚生労働首税制改正要望

主要な事項について

平成24年11月 1日

厚 生 労 働 省



本日ご説明する項目

1.医療関係 (1～ 6頁 )

(1)社会保険診療報酬の所得計算の特例の存続 ′

(2)社会保険診療報酬に係る事業税の非課税措置等の存続

(3)高額な医療用機器等に関する特別償却制度の適用期限の延長

(4)試験研究を行つた場合の法人税額等の特別控除の拡充(※ )

(5)医業継続に係る相続税 0贈与税の納税猶予等の特例措置の創設

(6)医療に係る消費税の課税のあり方の検討

2.たばこ税 (7頁 )

○ 国民の健康の観点からたばこの消費を抑制することを目的とした、たばこ税の税率

の引上げ

3.就労促進等(8頁 )

○ 障害者の「働く場」に対する発注促進税制の拡充及び延長

4.生活衛生関係 (9頁 )

○ 生活衛生関係営業者の事業活動の振興のための税制上の措置

(※ 1)経済産業省 (と りまとめ)と の共同要望



社会保険診療報酬の所得計算の特例の存続 (所節 、法人税)

■ 田 ■ 桧 保険舞 報酬噺 得計算の卿 J

医業又は歯科医業を営む個人及び医療法人が、年間の社会保険診療報酬が5000万円以下で
あるときは、当該社会保険診療に係る実際経費にかかわらず、当該社会保険診療報酬を4段階
の階層に区分し、各階層の金額に所定の割合を乗じた金額の合計額を社会保険診療に係る経費
とすることができる特別措置b

概算経費率

2′500万円超 3′000万円以下

4′000万円超 5′000万円以下 57%



社会保険診療報酬に係る事業税の非課税措置及び医療法人の社会保険診療報酬以外部分に係る事業税の

軽減措置の存続 (事業税)

社会保険診療報酬 社会保険診療報酬以外
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普通法人
2.7%

(約4.9%)
4.0%

(約フ.2%)
513%

(約9.6%)

個人 5.0%

注 :( )内 の%は、20年10月以降の事業年度から事業税と分離して課税される「地方法人特別税」 (事業税率の81%)を合算した税率



高額な医療用機器等に関する特別償却制度の適用期限の延長 (所衛 党、法人税)

医療安全に資する医療機器等を取得 した

場合に、取得価格の 16%の特別償去口を認め

る特例措置について、その適用期限を 2年間

延長 . (～平成 27年 3月 31日 )



試験研究を行つた場合の法人税額等の特別控除 (所得税、法人税)
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本 体 (恒久化部分 )

した場合、超過部分については、翌年度まで繰越し可能。

平成 23年度までは、 3096● c

※ 控除限度顔を超過
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平成 21年度及び 22年度の詔1局部分については、平成 24年度まで繰越し可能

総額型

控除額 =試験研究費 X

[896+

増カロ型

控除額=試験研究費の増加額×596

増カロ額 =前 3事業年度の平均試験研究費か らの増カロ額

ただし、前 2年度中の多い額より試験研究資が増加してい

ることが条件
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高水準型

控除額 =売上高の10%を超える 試験研究費の額

x控除率

○控除率 =
(試験研究費/売上高 -0.1)XO・ 2



医業継続に係る相続税・贈与税の納税猶予等の特例措置の創設 0目続税、贈与税)

[現状 ]

持分あり医療法人

出資者は退社時に出資持分 (出

資額に応 じた法人資産)の払戻

請求が可能

aa
④
出
資
持
分

の
払
戻
し

③
出
資
持
分

の
払
戻
請
求

都道府県が進捗状況を確認

[要望実現後]
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みなし贈与の課税の判定時期持分な し医療法人への移行準備中
などに出資持分に係る相続税が

発生すると、医業の継続が
困難になるおそれがある。

等についての特例

持分あり医療法人

①持分なし医療法人への

移行計画(3年以内)を

策定 していること

②持分なし医療法人への

移行検討に関する定款

変更 (都道府県知事認

可)を行っていること

‐
=持分な|し医療法本|■

・出資持分の払戻請求不可
・解散時の残余財産の帰属は

国等に限定

相続税法第66条第4項の相続
税等の負担を不当に減少さ

せないと認められる要件と
同様の要件

すべての出資者との出資持

分の放棄の調整等

③経営安定化のための融資の検討、移行マニュアル等の作成

地域医療の担い手として、住民に医療を安定的に提供できる



医療に係る消費税の課税のあり方の検討 (消費税、地方消費税)

「社 会保障 口税一体改革大綱 について」(平成 24年 2月 17日 閣議決定 )

第2部 税制抜本改革 第3章 各分野の基本的な方向性
1.消費課税 (2)消費税率の引上げを踏まえ検討すべき事項

今回の改正に当たつては、社会保険診療は、諸外国においても非課税であることや課税化した場合の患者
の自己負担の問題等を踏まえ、非課税の取扱とする。その際、医療機関等の行う高額の投資に係る消費税

負担に関し、新たに一定の基準に該当するものに対し区分して手当てを行うことを検討する。これにより、医療

機関等の仕入れに係る消費税については、診療報酬など医療保険制度において手当することとする。

また、医療機関等の消費税負担について、厚生労働省において定期的に検証する場を設けることとする。

なお、医療に係る消費税の課税のあり方については、引き続き検討をする。

社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための

消費税法の一部を改正する等の法律 (平成24年法律第68号 )

第7条第1号卜 医療機関等における高額の投資に係る消費税の負担に関し、新たに一定の基準に該当する
ものに対し区分して措置を講ずることを検討し、医療機関等の仕入れに係る消費税については、診療報酬

等の医療保険制度において手当をすることとし、医療機関等の消費税の負担について、厚生労働省におい

て定期的に検証を行う場を設けることとするとともに、医療に係る消費税の課税の在り方については、引き

続き検討する。
6



国民の健康の観点からたばこの消費を抑制することを目的とした、
(たばこ税、地方たばこ税 )

たばこ税の税率の引上げ

■男性喫煙者の肺がんによる死亡率は、男性非喫煙者に比べて約48倍高い

■慢性閉塞性肺疾患(COPD)のほとんどの要因が喫煙となっている(約 5割 )

■40歳時点のたばこを吸つている男性の平均余命は、たばこを吸わない男性より、3.5年

短い

出典:たばこアトラス第3版 (却∞)

日本は平虚2年国民健康・栄養調査

■たばこ規制枠組条約(FCTC)第6条において、たばこの需要を減
少させるための価格及び課税に関する措置を実施することが求めら
れている        ｀
(参考)   主要国のたばこ価格(円)※ 1ドル〓80PIで換算

た口に

―26440円 (045“ )

IANⅢ

“

○締約国は、価格及び課税に関する措置がたばこの消費を減少させるため
の効果的及び 重要な手段と認識し、課税政策を実施すること。 (第6条)

日本 :平成16年6月批准、平成17年 2月発効。
(締約国数 :175カ国 (平成24年8月予定))

O健康増進法第7条に基づく、日標期間、日標数値を有する具体的な計画。
O健康日本 21(第 2次 )では、全ての国民が共に支え合い、健やかで心豊力ヽ こ
生活できる活力ある社会を目指す。
【たばこ対策】 i.成人の喫煙率の低下(H34年度 120/0)

1.未成年者の喫煙をなくす(H34年度 00/。 )

m.妊娠中の喫煙をなくす(H26年 0%)
Ⅳ.受動喫煙の機会を有する者の割合の低下

(行政機関、医療機関 H34年度 0%)
(職場 H32受動喫煙の無い職場の実現)

(家庭 H34年度 3%)(飲食店 H34年度 150/0)

O平成18年度に成立したがん対策基本法に基づき、平成19年度に策定。

平成24年 6月 8日閣議決定により見直し。

【たばこ対策】上記「健康日本21(第 2次 )」 の項目 i、 項目 間、項目Vと同じ。

※‖は含まれず。

7

主要国のたばこ価格(円)※ 1ドル〓80PIで換算



障害者の「働く場」に対する発注促進税制の拡充及び延長 (所得税、法人税)



生活衛生関係営業者の事業活動の振興のための税制上の措置 (法人税、法人住民税、事業税)

我が国の交際費と名目GDPの推移【生活衛生関係営業を取り巻く環境】

飲食店、理容業、美容業、クリーニング業などの生活
衛生関係営業の大半を零細事業者が占める
O従 業員5人未満の事業所が704%
○ 約115万事業所 (全産業589万のうち195%)
○ 約667万人の雇用 (全従業者5,844万 のうち114%)

[地域経済や雇用面でも重要な役割]

生活衛生同業組合による共同利用施設の促進 (事業の共同化 )

※個々の零細な事業者では大規模な施設等の取得・設置は困難

【現行】
・中小法人(資本金1億 円以下):600万円までは交際費の90%を損金計上
・大法人(資本金1億 円超):交際費の損金計上は認められていない
【要望内容】
・法人が前年度より交際費を増加させた場合、増加分について一定の限度額内で90%の

損金算入を認める → ｎ
フ
‥



「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の一部を改正する法律 J

α冽既要                      【平成24年 8月 29日成立】

日
料
局
部

１
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策

月
議
安
対

１
会
業
用

成
生
生
齢

平
厚
厚
高

少子高齢化が急速に進展しt若者、女性、高齢者ti障害者など働くことができる人全ての就労促進を図り、社
会を支える全員参加型社会の実現が求められている中、高齢者の就労促進の一環として、継続雇用制度の対
象となる高年齢者につき事業主が定める基準に関する規定を削除し、高年齢者の雇用確保措置を充実させる等
の所要の改正を行う。

1.継続雇用制度の対象者を限定できる仕組みの廃上
口継続雇用制度の対象となる高年齢者につき事業主が労使協定により定める基準により限定できる仕組み
を廃止し、定年後の雇用の希望者全員が継続雇用制度の対象になるようにする。

2.継続雇用制度の対象者を雇用する企業の範囲の拡大
・ 継続雇用制度の対象となる高年齢者が雇用される企業の範囲をグループ企業まで拡大する仕組みを

けるハ

3.義務違反の企業に対する公表規定の導入
日高年齢者雇用確保措置義務に関する勧告に従わない企業名を公表する規定を設ける。

4.高年齢者雇用確保措置の実施及び運用に関する指針の策定
口事業主が講ずべき高年齢者雇用確保措置の実施及び運用に関する指針の根拠を設ける。

・ 厚生年金 (報酬比例部分)の受給開始年齢に到達した以降の者を対象に、基準を引き続き利用できる
12年間の経過措置を設けるほか、所要の規定の整備を行う。

施行期日:平成25年 4月 1



高年齢者雇用安定法改正案の修正

(趣旨)

○ 高年齢者雇用確保措置の指針の根拠規定を当該措置を規定する法 9条に移 し、対象者基準の廃止後

窪鷲炉唇犀副暑窪用滉襟層署お異藉2恣通ht蓄堺ξ猛竪督推婚昇客蓬言督発奮賢ぢ僧子:竃ムFす
1~~~~~¨

~~~― ― ― ― ― ― ― ―

|【現行法】
| (高年齢者等職業安定対策基本方針)

1第六条  (略 ):

:12 高年齢者等職業安定対策基本方針に定める事項は、次のとおりとする。
:         __     ′

“
‐ 、

: 一・二  (略 )

| 
三
助軍F喬案華至婆霧彗華釜察昇ゞ東警蕎蘇贔2霧諄菅絨異童法方事事誌窪謗霊ふ窪壁兄藁秀墓翼菫擦言

:

再就職の援
ベ

13～ 5 (略 )
,_________― ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――‐―¨――¨¨――――¨¨――¨¨――――¨―¨―――¨―¨――――――――¨―――――――――――――――――――――

|【修正内容】
:      ′

一 ― ‐ A日

|_.(百年螢童雇甲肇堡惜司
1第九条

‐
元年π天千五歳未満のものに限る。以下この条において同じ。)の定めをしている事業主は、その雇用する高

:~年齢者の六十五歳までの安定 した雇用を確保するため、次の各号に掲げる措置 (以下「高年齢者雇用確保措置」とい
1

:| う。)のいずれかを講じなければならない。
| ― 当該定年の引上げ                  ′

| 二 継続雇用制度 (現に雇用している高年齢者が希望するときは、当該高年齢者,を その定年後も引き続いて雇用する
1  制度をいう。以下同じ。)の導入
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:
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○ 心身の故障のため業務に堪えられないと認められること、勤務状況が著しく
不良で引き続き従業員としての職責を果たし得ないこと等就業規則に定める解
雇事由又は退職事由 (年齢に係るものを除く。以下同じ。)に該当する場合に
は、継続雇用しないことができる。

○ 就業規則に定める解雇事由又は退職事由と同一の事由を、継続雇用しない こ
とができる事由として、解雇や退職の規定とは別に、就業規則に定めることも
できる。また、当該同一の事由について、継続雇用制度の円滑な実施のため(

労使が協定を締結することができる。なお、解雇事由又は退職事由とは異なる
運営基準を設けることは改正法の趣旨を没却するおそれがあることに留意する。

O ただし、継続雇用しないことについては、客観的に合理的な理由があり、社
会通念上相当であることが求められると考えられることに留意する。

-3-



高年齢者雇用確保措置の実施及び運用に関する指針 (案 )

第 1 趣旨

この指針は、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律 (昭和 46年法律第 68号。

以下「法」という。)第 9条第 3項の規定に基づき、事業主がその雇用する高年齢

者の 65歳までの安定した雇用を確保するため講ずべき同条第 1項に規定する高年

齢者雇用確保措置 (定年の引上げ、継続雇用制度 (現に雇用している高年齢者が希

望するときは、当該高年齢者をその定年後も引き続いて雇用する制度をいう。以下

同じ。)の導入又は定年の定めの廃上をいう。以下同じ。)に関し、その実施及び運

用を図るために必要な事項を定めたものである。

第 2 高年齢者雇用確保措置の実施及び運用

65歳未満の定年の定めをしている事業主は、高年齢者雇用確保措置に関して、労

使間で十分な協議を行いうつ、次の 1か ら5ま での事項について、適切かつ有効な

実施に努めるものとする。

1 高年齢者雇用確保措置                  .
事業主は、高年齢者がその意欲と能力に応じて 65歳まで働くことができる環境

の整備を図るため、法に定めるところに基づき、65歳までの高年齢者雇用確保措

置のいずれかを講ずる。

2 継続雇用制度    ・

継続雇用制度を導入する場合には、希望者全員を対象とする制度とする。この

場合において法第 9条第 2項に規定する特殊関係事業主により雇用を確保しよう

とするときは、事業主は、その雇用する高年齢者を当該特殊関係事業主が引き続

いて雇用することを約する契約を、当該特殊関係事業主との間で締結する必要が

あることに留意する。

心身の故障のため業務に堪えられないと認められること、勤務状況が著しく不

良で引き続き従業員としての職責を果たし得ないこと等就業規則に定める解雇事

由又は退職事由 (年齢に係るものを除く。以下同じ。)に該当する場合には、継続

雇用しないことができる。

就業規則に定める解雇事由又は退職事由と同一の事由を、継続雇用しないこと

ができる事由として、解雇や退職の規定とは別に、就業規則に定めることもでき

―
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る。また、当該同一の事由について、継続雇用制度の円滑な実施のため、労使が

協定を締結することができる。なお、解雇事由又は退職事由とは異なる運営基準

を設けることは高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の一部を改正する法律

(平成 24年法律第 78号。以下「改正法」という。)の趣旨を没却するおそれがあ

ることに留意する。

ただし、継続雇用しないことについては、客観的に合理的な理由があり、社会

通念上相当であることが求められると考えられることに留意する。    ,

3 経過措置

改正法の施行の際、既に労使協定により、継続雇用制度の対象となる高年齢者

に係る基準を定めている事業主は、改正法附則第 3項の規定に基づき、当該基準

の対象者の年齢を平成 37年 3月 31日 まで段階的に引き上げながら、当該基準を

定めてこれを用いることができる。

4 賃金 。人事処遇制度の見直し

高年齢者雇用確保措置を適切かつ有効に実施し、高年齢者の意欲及び能力に応

じた雇用の確保を図るために、賃金 。人事処遇制度の見直しが必要な場合には、

次の(1)か ら(ηまでの事項に留意する。

(1)年齢的要素を重視する賃金 。人事処遇制度から、能力、職務等の要素を重視

する制度に向けた見直しに努めること。

この場合においては、当該制度が、その雇用する高年齢者の雇用及び生活の

安定にも配慮した、計画的かつ段階的なものとなるよう努めること。

12)継続雇用制度を導入する場合における継続雇用後の賃金については、継続雇

用されている高年齢者の就業の実態、生活の安定等を考慮し、適切なものとな

るよう努めること。

13)短時間勤務制度、隔日勤務制度など、高年齢者の希望に応じた勤務が可能と

なる制度の導入に努めること。

に)継続雇用制度を導入する場合において、契約期間を定めるときには、高年齢

者雇用確保措置が 65歳までの雇用の確保を義務付ける制度であることに鑑み、

65歳前に契約期間が終了する契約とする場合には、65歳までは契約更新ができ

る旨を周知すること。

‐
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また、むやみに短い契約期間とすることがないように努めること。

15)職業能力を評価する仕組みの整備とその有効な活用を通じ、高年齢者の意欲

及び能力に応じた適正な配置及び処遇の実現に努めること。

俗)勤務形態や退職時期の選択を含めた人事処遇について、個々の高年齢者の意

欲及び能力に応じた多様な選択が可能な制度となるよう努めること。

この場合においては、高年齢者の雇用の安定及び円滑なキャリア形成を図る

とともに、企業における人事管理の効率性を確保する観点も踏まえつつ、就業

生活の早い段階からの選択が可能となるよう勤務形態等の選択に関する制度の

整備を行うこと。

17)継続雇用制度を導入する場合において、継続雇用の希望者の割合が低い場合

には、労働者のニーズや意識を分析し、制度の見直しを検討すること。

5 高年齢者雇用アドバイザー等の有効な活用

高年齢者雇用確保措置のいずれかを講ずるに当たつて、高年齢者の職業能力の

開発及び向上、作業施設の改善、職務の再設計や賃金。人事処遇制度の見直し等

を図るため、独立行政法人高齢 。障害 。求職者雇用支援機構に配置されている高    占

年齢者雇用アドバイザーや雇用保険制度に基づく助成制度等の有効な活用を図る。    i



医薬品等行政評価 。監視委員会設置法案要綱

前文

これまで、我が国においては、特定の血液凝固因子製剤にC型肝炎ウイルスが混入することに

よつて不特定多数の者に感染被害を出した薬害肝炎事件をはじめ様々な薬害事件が起き、被害者及

びその遺族の方々は、多大な苦痛を強いられてきた。こうした事件が繰 り返されることのないよう、

過去の教訓を踏まえ、信頼できる医薬品等行政を確立することは、国民全ての願いである。

また、最先端の医療技術の実用化等の推進が図られる中で、革新的な医薬品等を国民が安心し

て迅速に利用できるようにすることは、国の重要な責務である。

ここに、信頼できる医薬品等行政を確立するために必要な体制を構築することにより、医薬品

等の安全性の確保を図るため、この法律を制定する。

第一 趣旨       (第 一条関係)

この法律は、医薬品等行政評価・監視委員会の設置及び組織等を定めるものとすること。

第二 設置       (第 二条関係)

厚生労働省に、医薬品等行政評価・監視委員会 (以下「委員会」という。)を置くものとする

こと。

第二 所掌事務     (第 二条関係)

委員会は、次に掲げる事務をつかさどるものとすること。

ア 医薬品、医薬部外品、化粧品及び医療機器であつて、専ら動物のために使用されることが

目的とされているもの以外のもの (以下「医薬品等」という。)の安全性の確保のための施策の実

施の状況を評価し、及び監視すること。

イ アの評価又は監視の結果、必要があると認めるときは、厚生労働大臣に対し、医薬品等の

安全性の確保について、提言、勧告又は意見具申を行うこと。

ウ 厚生労働大臣に対し、イの提言、勧告又は意見具申に基づき講じた措置について報告を求

めること。

第四 職権の行使    (第 四条関係)

委員会の委員は、独立してその職権を行うものとすること。

第五 資料の提出要求等  (第五条関係)

委員会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係行政機関の長に対し、

報告を求めることができるほか、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることが

できるものとすること。

第六 組織       (第 六条関係)

1 委員会は、委員十人以内で組織するものとすること。

2 委員会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員を置くことができ

るものとすること。



3 委員会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置くことができるも
のとすること。

第七 委員等の任命   (第 七条関係)

1 委員及び臨時委員は、医薬品等の安全性の確保に関して優れた識見を有する者のうちから、

厚生労働大臣が任命するものとすること。

2 専門委員は、当該専門の事項に関して優れた識見を有する者のうちから、厚生労働大臣が任

命するものとすること。

第八 委員の任期等   (第人条関係)

1 委員の任期は、二年とするものとすること。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期

間とするものとすること。

2 臨時委員は、その者の任命に係る当該特男1の事項に関する調査審議が終了したときは、解任

されるものとすること。

3 専F5委員は、その者の任命に係る当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任され

るものとすること。

4 委員、臨時委員及び専門委員は、非常勤とするものとすること。

第九 委員長      (第 九条関係)

1 委員会に、委員長を置き、委員の互選により選任するものとすること。

2 委員長は、会務を総理し、委員会を代表するものとすること。

3 委員長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理するものとす

ること。

第十 政令への委任    (第十条関係)

この法律に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、政令で定めるものとすること。

第十一 施行期日等

一 施行期日     (附 則第一条関係)

この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から施行するも
のとすること。

二 検討        (附 則第二条関係)

政府は、この法律の施行後三年を目途として、この法律の施行の状況について検討を加え、その結

果に基づいて必要な措置を講ずるものとすること。

三 その他所要の規定の整理を行うものとすること。



平成 24年 11月 1日
厚生労働部門会議資料
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厚生労働省 総計 4件

件  名 要  旨 備 考

国民年金法等の一

部を改正する法律

等の一部を改正す

る時

年金生活者支援給

付金の支給に関す

る時

国民年金法の一部

を改正する法律案

労働安全衛生法の

一部を改正する法

律

長期的な給付と負担の均衡を図り、年金制

度を将来にわたって持続可能なものとする

ため、平成24年度及び25年度の基礎年金国

庫負担割合を2分の1とするとともに、老齢

基礎年金等の年金額の特例水準を解消する

等の措置を講ずる。

低所得の老齢基礎年金受給者等に対する

生活の支援を図るため、年金生活者支援給付

金を支給する等の所要の措置を講ずる。

第二号被保険者記録不整合問題に対処す

るため、国民年金の第二号被保険者に関する

記録が不整合である期間について、老齢基礎

年金等の受給資格期間に算入できる期間と

みなすとともに、本人の希望により当該期間
に係る保険料を納付することを可能とする

等の所要の措置を講ずる。

労働安全衛生対策をよリー層充実するた
め、メンタ/Kルス対策の強化を図り、電動
ファン付き呼吸用保護具を譲渡等の制限等
の対象に追カロするとともに、職場における受
動喫煙1防止のために必要な措置を講ずる等
の所要の改正を行う。

第 180回通常国

会に提出

第 180回通常国

会に提出

第 179回臨時国

会に提出

第 179回臨時国

会に提出



国民年金法等の一部を改正する法律等の一部を改正する法律案
(平成24年 2月 10日提出、7月 31日 閣議決定による修正)

●● ■ヽ:|■■|`IIII■ ■| ・1  ■■

1.法案の概要

(1)基礎年金国庫負担 2分の 1関係

① 平成24年度及び25年度について、国庫は、消費税増税により得られる収入を償還財源とする

年金特例公債 (つなぎ国債)に より、基礎年金国庫負担割合 2分の 1と 36.5%の差額を負担する。

② 平成24年度及び25年度の国民年金保険料の免除期間について、基礎年金国庫負担割合 2分の 1

を前提に年金額を計算する。
※ 国民年金保険料免除期間の年金額は、国庫負担分に連動 して設定されている。(20年度:3分の1 21年度～23年度:2分の1)

(2)特例水準の解消関係

① 世代間公平の観点から、老齢基礎年金等の年金額の特例水準 (2.5%)に ついて、平成24年度から

平成26年度までの3年間で解消する。
※ 現在支給 されている年金額は、平成11年から13年までの間に、物価が下落 したにもかかわらず、年金額を特例的に

据え置いた影響で、法律が本来想定 している水準 (本来水準)よ りも、25%高 い水準 (特例水準)と なつている。

② これまで年金と連動 して同じスライ ド措置が採られてきたひとり親家庭や障害者等の手当の

特例水準 (1.7%)についても、 平成24年度から平成26年度までの 3.年間で解消する。
※ 児童扶養手当法による児童扶養手当の額等の改定の特例に関する法律 (平成17年法律第 9号)の一部改正

JIE‖
`朝
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(1)基礎年金国庫負担 2分の 1関係   :公 布日又は特例公債法の『年金特例公債の発行規定』の施行日



年金生活者支援給付金の支給に関する法律案 (平成24年7月 31日 提出)

1.法案の概要

○ 所得の額がす定の基準 (※)を下回る老齢基礎年金の受給者に、老齢年金生活者支援給付金 (国民年金の
保険料納付済期間及び保険料免除期間を基礎)を支給する。→ 対象者 :約500万人

①基準額 (月 額5千円)に納付済期間 (月 数)/480を乗じて得た額の給付
②免除期間に対応して老齢基礎年金の1/6相 当を基本とする給付

(※)住
盾鋒纏轟錨

全員非課税で、前年の
午金収入十その

“

所得の合計額が老齢基礎年金満額 (平成27年度で77万円)以下であること

所得の逆転を生 じさせないよう、上記の所得基準を上回る一定範囲の者に、上記①に準 じる補足的老齢年金
生活

が 乳裳)∫易曼
年金の保険料納付済期間1基礎)を支給する。

一定の障害基礎年金又は遺族基礎年金の受給者に、障害年金生活者支援給付金又は遺族年金生活者支援
給付金を支給する。 (支給額 :月 額5千円(1級の障害基礎年金受給者は、月額6.25千円))
→ 対象者 :約 190万人

年金生活者支援給付金の支払事務は日本年金機構に委任することとし、年金と同様に2ヶ 月毎に支給する。○

2.施行期日 :平成27年 10月 1日

社会保障の安定財源等を図る税制の抜本改革
を行うための消費税法の一部を改正する等の
法律附則第 1条第 2号に掲げる規定の施行の
日から施行する。

補足的給付金

=77万/年 (6.4万/月 )

15000円
XΨ

 を支

補足的給付金の支給範囲

年金収入 +その他所得の合計 )



国民年金法の一部を改正する法律案(主婦年金追納法案)(平成23年 11月 22日提出)

<趣 旨>
国民年金の「第3号被保険者記録不整合問題」に対処するため、不整合期間について、老齢基礎年金

の受給資格期間に算入することがそきる期間とするほか、本人の希望により当該不整合期間に係る保

険料を納付することを可能とすることに加え、現に年金を受給している者べの配慮措置を講じる。

※ 不整合期間とはで第 3号被保険者 として記録されていた期間のうち、その後、第 1号被保険者期間に記録が訂

正された期間であつて、訂正時に保険料の徴収時効が成立しているものをい う。

■ 法案の概要

不整合期間の受給資格期間への算入
過去に記録訂正された人も、これから記録訂正される人も、年金の受給資格期間 (25年)に算入することに

より、不整合期間が判明することで、無年金となって しまうことを避けることができる。

過去に記録訂正された人も、これから記録訂正される人も、過去 10年間にある不整合期間 (60歳以上の人

は、50歳から60歳であつた期間)について、保険料の追納ができるようになる。

不整合期間に基づく老齢基礎年金を受給 している者べの配慮措置
現に老齢年金を受給 している者については、特例追納の納付期限日以降、

・これから支給する分の年金額を追納状況に応 じた年金額まで減額する。
・ただし、減額は、現に受給 していた年金額の 10%を上限とする。
ただし、いわゆる「運用 3号」通知により裁定を受け、現に老齢年金を受給 している者にっいては、施行日

以降の年金額を、訂正後の記録に基づく年金額まで減額する。

(1).

○

(2).
O

(3).
○

(4).
○

(5)」

○

○

障害年金又は遺族年金を受給 している者の受給権の維持
現に障害年金又は遺族年金を受給 している者の年金について、受給権を維持するための措置を講ずる。

記録の不整合の 止

第 3号被保険者でなくなった旨の情報を、事業主経由で、日本年金機構が入手できるようにする。

2.施行期日 =部を除き公布の日から6ヵ月を超えない範囲内で政令で定める日



労働安全衛生法の一部を改正する法律案の概要
(平成23年 12月 2日 国会提出、継続審議中)

Ｏ

Ｏ

Ｏ

医師又は保健師による労働者の精神的健康の状況を把握するための検査を行うことを事業者に義務付ける。

労働者は、事業者が行う当該検査を受けなければならないこととする。

検査の結果は、検査を行つた医師又は保健師から、労働者に対し通知されるようにする。
労働者の同意を得ないで検査の結果を事業者に提供してはならないこととする。

医師又は保健師は、

○ 検査の結果を通知された労働者が面接指導の申出をしたときは、医師による面接指導を実施することを事業

者に義務付ける。

〇 面接指導の申出をしたことを理由として不利益な取扱いをしてはならないこととする。
O事 業者は、面接指導の結果、医師の意見を聴きt必要な場合には、作業の転換、労働時間の短縮その他の適

切な就業上の措置を講じなければならないこととする。

○ 特に粉じん濃度が高くなる作業に従事する労働者に使用が義務付けられている電動ファン付き呼吸用保護
具を型式検定及び譲渡の制限の対象に追加する。

○

○

受動喫煙を防止するための措置として、職場の全面禁煙、空間分煙を事業者に義務付ける。
ただし、当分の間、飲食店その他の当該措置が困難な職場については、受動喫煙の程度を低減させるため

一定の濃度又は換気の基準を守ることを義務付ける。

施行期日:公布の日から起算して1年を超えない範囲内において政令で定める日
(「型式検定及び譲渡の制限の対象となる器具の追加」は、6月 を超えない範囲内で政令で定める日)




